
　〈みずほ〉に重要な影響を及ぼすリスク認識であるトップ
リスクについては、内外環境変化等を踏まえて以下の通り選
定しています。
　2023年度においては、金融政策の転換に伴う国内金利上
昇が景気の腰折れや財政懸念の拡大に波及する可能性を捉え、
新たに「金融政策の転換と財政懸念の拡大」をトップリスク
に追加しました。
　そのほか、米欧の高インフレ長期化や利上げの継続がクレ
ジットの悪化や外貨調達環境の悪化に波及するリスクや地政
学リスクの一層の高まり等を踏まえ、2022年度トップリス
クとして選定していた「インフレ高進とグローバルリセッ

ション」、「世界の分断の加速」について、「高インフレ継続
とクレジットリスクへの波及」、「世界の分断と地政学リスク
の高まり」とし、リスクシナリオの見直しを行いました。
　その他のトップリスクについても環境変化等を踏まえて、
リスクシナリオの見直し等を行っています。
　選定したトップリスクにつきましては、未然防止策や事後
対応等の追加的なリスクコントロール策を定めており、期中
においてもそのコントロール状況のモニタリングを実施し、
リスク委員会や取締役会等に報告をしています。

（トップリスク運営については本編P.96ご参照）

トップリスク運営

リスク管理態勢

トップリスク
主なリスクコントロール策

リスク事象 リスクシナリオ

高インフレ継続とクレジット
リスクへの波及

⃝  賃金上昇の長期化や資源価格の高騰等によりインフレが高止ま
りし、米欧の利上げ継続が景気を下押し

⃝  利払い負担の増加、金融機関の貸出姿勢厳格化等が企業の資金
繰り悪化を招き与信関係費用が増加

⃝  海外金利上昇が債券評価損の拡大や外貨調達コストの上昇に波
及

⃝  信用リスク：国内の金融政策変更や米国景気後退による信用リスク影響分
析、地政学リスク顕在化時の影響度試算の実施

⃝  市場リスク：金利上昇等の市場環境を踏まえたモニタリング態勢の機動的
な見直しや国内金融政策変更影響の試算実施

⃝  外貨流動性リスク：中長期調達等の安定調達の増強、地政学リスク顕在化時
の対応策の検討

金融政策の転換と財政懸念の
拡大

⃝  金融政策の転換に伴う国内金利上昇が住宅・設備投資の縮小等
を招き景気が腰折れ。企業業績悪化が与信関係費用増加に帰結

⃝  国内金利上昇が国債の利払い増を想起させ、財政懸念が拡大

米中対立の激化と中国経済の
低迷

⃝  経済安全保障や人権問題等を背景とした米中対立や台湾情勢が、
中国および近隣地域への投資抑制を招き、持続的な経済発展を
阻害

⃝  不動産市況の長期低迷や過剰債務等の構造問題への対応遅滞に
より中国経済が低迷し、企業業績の悪化を通じて与信関係費用
が増加。一方で、中国経済の急回復が、資源価格の高騰を招く可
能性

世界の分断と地政学リスクの
高まり

⃝  ウクライナを巡る対立の長期化により、価値観に基づく陣営の
形成が加速

⃝  経済がブロック化し世界の分断が加速し、対立の過熱が世界各
地における軍事的緊張の高まりにも波及

⃝  サプライチェーンの寸断やグローバル企業の国際的なビジネス
展開の阻害が、世界経済の成長力や企業の収益性を下押し

気候変動影響の深刻化

⃝  各国・企業の気候変動対応遅延や石炭火力への回帰、自然資本の
喪失等が気候関連リスクを高め、金融機関に対する規制・監督が
厳格化

⃝  〈みずほ〉の不十分な取り組みによる批判の増加が企業価値の毀
損をもたらすほか、移行・物理的リスクの顕在化が将来的な与信
関係費用の増加に帰結

⃝  リスクの重要性評価等を通じた管理態勢整備の推進
⃝  炭素関連セクターリスクコントロールの実施
⃝  規制動向、他行動向等の主要な外部環境変化のモニタリング

システム障害
⃝  人為的過失、機器の故障、災害等を要因としてシステム障害が発

生し、お客さまに不便・不利益を与え信頼が毀損・ビジネス機会
を喪失

⃝  システム障害を予防するための点検・対応の実施や障害発生時の対応力強
化、内部管理体制の高度化推進

⃝  多面的な観点からのシステムリスクのモニタリング実施

サイバー攻撃

⃝  諜報活動や破壊活動を目的とした特定国家や、金銭要求等を目
的とした犯罪・テロ組織等からの攻撃により業務停止や情報漏
えい、不正送金等が発生し、お客さまに不便・不利益を与え信頼
が毀損・ビジネス機会を喪失

⃝  脆弱性の特定、監視体制の強化、インシデント対応力の強化、ガバナンス体
制の整備等の施策を通じ、グループ・グローバルなサイバーセキュリティ管
理態勢の高度化を推進

マネロン・テロ資金供与
⃝  金融サービスが犯罪行為等に悪用され、国際社会からの批判に

発展、お客さま・取引金融機関の信頼が毀損し、グローバルにビ
ジネス機会を喪失

⃝  リスク実態把握力の向上、高リスク顧客や商品・サービスに対してのリスク
低減措置強化、海外拠点統制強化等マネー・ローンダリング等対策のための
態勢高度化を推進

役員・社員による不適切な行為・
不作為

⃝  国内外における法令・規制違反事例の発生、お客さま本位ではな
い業務運営等〈みずほ〉に求められる社会的責任・使命にふさわ
しくない行為・不作為や社会的目線からの乖離に伴う批判によ
り信頼が毀損・ビジネス機会を喪失

⃝  事象発生時の原因分析および改善対応策の検討
⃝  ミスコンダクトの発生低減に向けた予兆管理の高度化推進

人材不足等による持続的成長の
停滞

⃝  キャリア観の多様化および賃金上昇に伴う労働市場の流動化等
を受けた人材の確保・育成の困難化により戦略遂行の停滞や、
サービス提供力が低下

⃝  長時間労働の削減やキャリア形成支援等による社員の働きがい向上に向け
た取り組みの推進や、外部採用の強化

⃝  人的リスク管理の高度化に向けた態勢の構築

競争環境の変化
⃝  テクノロジーの革新や規制緩和に伴う新たなサービスの誕生や

異業種の参入、あるいは金利選好やサステナビリティへの意識
の高まりが競争環境の変化を招き、〈みずほ〉の事業基盤を毀損

⃝  〈みずほ〉の強みと顧客ニーズ等を踏まえた「DX注力領域」の明確化
⃝  人材育成プログラム策定や生成AIの活用検討等、DX推進の土台作り

上記は当社が認識しているリスクの一部であることにご留意ください。〈みずほ〉のリスク全般に関わる情報は、当社の有価証券報告書、Form 20-F等の開示文書をご参照ください。
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信用リスク

グループ会社　等

オペレーショナルリスク

株価リスク

市場リスク

リスクキャピタル配賦の仕組み

当社グループの財務体力 当社グループが保有するリスク

資本金　等

その他のリスク

主
要
グ
ル
ー
プ
会
社
が

保
有
す
る
リ
ス
ク※

2

みずほ銀行

みずほ信託銀行

みずほ証券

米州みずほ

※2. 各主要グループ会社が管理するグループ会社が保有するリスクを含む

みずほ銀行

みずほ信託銀行

米州みずほ

みずほ証券

リスクキャピタルをベースとしたリスク上限等を設定し、
各種リスクに対する制御を実施。

（例）

配
賦
リ
ス
ク
キ
ャ
ピ
タ
ル

業務運営
単位に
配賦

みずほフィナンシャルグループ

　〈みずほ〉では、リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）
の運営の基本的な考え方に基づき、リスクを全体として把
握・評価し、経営として許容できる範囲にリスクを制御して
いく、総合的なリスク管理態勢を構築しています。
　総合的なリスク管理態勢のもと、ビジネスから発生するリ
スクを、リスクの要因別に「信用リスク」、「市場リスク」、

「流動性リスク」、「オペレーショナルリスク」等に分類し、
各リスクの特性に応じた管理を行っています。さらに、グ
ループ各社においては、各々の業務の特性に応じたリスク管
理（決済業務、信託業務リスクの管理等）も行っています。
　また、当社グループ内の各社で業務内容や保有するリスク
の規模・態様に応じた適切なリスク管理を行うとともに、 

みずほフィナンシャルグループ（持株会社）がグループ全体
のリスク管理を統括しています。
　具体的には、当社は、グループCROを委員長として月次
で開催しているリスク管理委員会にて、〈みずほ〉のリスク
全般を一元的に管理しており、グループCROはリスク管理
の状況等を定期的および必要に応じて、取締役会、リスク委
員会、経営会議等に報告しています。また、当社は、主要グ
ループ会社※1からリスク管理の状況等について、必要に応じ
て、報告・申請を受けるとともに主要グループ会社に対して
リスク管理に関する指示を行っています。
※1. みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ、アセットマネジメントOne、みずほイノベーション・フロン
ティア、米州みずほ、日本カストディ銀行、MIデジタルサービス、みずほ
リース

総合リスク管理

 総合リスク管理態勢

　〈みずほ〉では、自らが抱えているリスクを可能な限り把
握し、リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、その総量を
〈みずほ〉の財務体力の範囲内に制御する運営を実施してい
ます。
　具体的には、当社が主要グループ会社に対して各々のグ
ループ会社分も含めたリスクキャピタルを配賦し、各社のリ
スク上限としてリスク制御を行うとともに、グループ全体

（連結ベース）として保有するリスクが財務体力を超えない

ように経営としての許容範囲にリスクを制御しています。当
社および主要グループ会社は、この枠組みのもとで経営の健
全性を確保するためにリスクキャピタルの使用状況を定期的
にモニタリングし、各社内の取締役会等に報告をしています。
なお、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、米州みずほ
に対しては、各リスクカテゴリー別にリスクキャピタルを配
賦するとともに、各社内で業務運営単位等にリスクキャピタ
ルを配賦する枠組みを構築しています。

 リスクキャピタル配賦
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（1） 与信業務規範
　当社グループでは、すべての役員・社員が与信業務に
取り組む際の基本姿勢等を「与信業務規範」として定め
ています。そこでは、金融機関の公共的使命と社会的責

任を自覚した運営に努めるため、「公共性の原則」、「安全
性の原則」、「成長性の原則」、「収益性の原則」等に照ら
した運営を与信業務の基本方針として定めています。

　当社では、取締役会が信用リスク管理に関する基本的な事
項を決定します。また、経営政策委員会（リスク管理委員会）
で信用リスク管理に係る基本方針や運営・モニタリングに関
する事項等について、総合的に審議・調整を行います。グ
ループCROは、信用リスク管理の企画運営に関する事項を
所管します。与信企画部とリスク統括部は共同して、信用リ
スクのモニタリング・報告と分析・提言、信用リスク管理に
関する基本的な事項の企画立案・推進を行います。
　主要グループ会社でも、同様に当社で定めた「信用リスク
管理の基本方針」にのっとり、保有する信用リスクの規模・
態様に応じて管理を行います。また、各社の取締役会が、信
用リスク管理に関する重要な事項を決定します。

　みずほ銀行、みずほ信託銀行（以下、「2行」という。）で
は、経営政策委員会（BSリスクマネジメント委員会、クレ
ジット委員会）を設置し、各々のクレジットポートフォリオ
運営、与信先に対する取引方針について総合的に審議・調整
を行います。CROは、信用リスク管理の企画運営に関する
事項を所管します。信用リスク管理担当部署は、与信管理の
企画運営ならびに信用リスクの計測・モニタリング等を行い、
当社に対して定期的にリスク管理状況を報告しています。審
査担当部署は、各社で定めた権限体系に基づき、審査、管理、
回収等に関する事項につき、方針の決定や個別案件の決裁を
行います。また、業務部門から独立した内部監査グループが、
信用リスク管理の適切性等を検証しています。

　信用リスクの管理方法としては、相互に補完する2つのア
プローチを実施しています。一つは、信用リスクの顕在化に
より発生する損失を制御するために、お客さまの信用状態の
調査をもとに、与信実行から回収までの過程を個別案件ごと

に管理する「与信管理」です。もう一つは、信用リスクを把
握し適切に対応するために、信用リスク顕在化の可能性を統
計的な手法等によって把握する「クレジットポートフォリオ
管理」です。

　当社グループでは、信用リスクを、「与信先の財務状況の悪化
等により、資産（オフバランス項目を含む）の価値が減少また
は消失し、当社グループが損失を被るリスク」と定義しています。
　当社グループの信用リスク管理は、当社が統括しています。

具体的には、当社は、信用リスクに関する当社グループの基本
的な方針を定め、主要グループ会社の管理を行い、併せて、当
社グループ全体の信用リスクの状況をモニタリングし管理する
態勢となっています。

（2） 内部格付制度
　2行では、信用リスク管理の重要なインフラとして、信
用格付とプール割当で構成される「内部格付制度」を活
用しています。まず、信用格付は、債務者の信用リスク
の水準を表す債務者格付と、担保・保証の種類や優先・
劣後関係等を考慮した、債権ごとの最終的な損失発生の
可能性を表す案件格付とで構成されます。
　債務者格付の付与は、原則すべての与信先を対象として、
与信先の決算状況等を速やかに反映するため最低年1回の
定例見直しを行うとともに、与信先の信用状況の変化が
あった場合は随時見直しを行い、個別の与信先や銀行全
体のポートフォリオの状況をタイムリーに把握できる態
勢としています。
　また、債務者格付の付与を、次に述べる自己査定の1次
作業としても位置づけていることから、債務者格付は資産

の自己査定における債務者区分とリンクしたものとなって
います（図表「債務者格付と自己査定の債務者区分、銀行
法及び再生法に基づく債権の債権区分の関係」参照）。
　なお、債務者格付の付与にあたっては、債務者に対す
る適切な信用力評価を行うために、企業形態（事業法人、
個人等）や、地域（国内、海外）等の債務者の特性に応
じた定量的な評価制度（格付モデル）を設けています。
主な格付モデルとして、国内の事業法人では、大企業と
中堅・中小企業に大きく分かれており、さらに業種特性
に応じて、大企業モデルは13の分類、中堅・中小企業モ
デルでは3つの分類を採用しています。また、海外の事業
法人は、9つの分類を採用しています。
　これらの格付モデルは、与信企画部において統計的手法
を用いて開発し、CROが承認しています。

信用リスク管理について

 基本的な考え方

 信用リスク管理態勢

 信用リスク管理方法

与信管理
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自己査定
（債務者区分） 格付表記 債務者格付の定義 Ⅰ分類

（非分類） Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 銀行法及び再生法に
基づく債権区分

正 常 先

A1－A3
債務履行の確実性が非常に高く、
与信管理上の安全性が非常に優れ
た水準にある先

全与信

正常債権

B1ーB2 債務履行の確実性に当面問題なく、
与信管理上の安全性が十分な先

C1ーC3 債務履行の確実性と与信管理上の
安全性に当面問題がない先

D1ーD3
債務履行の確実性に現状問題はな
いが、将来の環境変化に対する抵
抗力が低い先

要 注 意 先

E1 金利減免・棚上げを行っている等
貸出条件に問題のある先、元金返
済もしくは利息支払いが事実上延
滞している等履行状況に問題のあ
る先のほか、業績が低調ないしは
不安定な先または財務内容に問題
がある先等、今後の管理に注意を
要する債務者

預 金 担 保 等
優良担保・保
証等でカバー
された与信

Ⅰ 分 類 以 外
の与信

E2
R 要管理債権

貸 出 条 件 緩
和債権
三 月 以 上 延
滞債権

破綻懸念先 F1

現在、経営破綻の状況にはないが、
経営難の状態にあり、経営改善計
画等の進捗状況が芳しくなく、今
後、経営破綻に陥る可能性が大き
いと認められる債務者（金融機関
等の支援継続中の債務者を含む）

不 動 産 担 保
等一般担保・
保 証 等 で カ
バ ー さ れ た
与信

Ⅰ・Ⅱ分類以
外の与信 危険債権

実質破綻先 G1

法的・形式的な経営破綻の事実は発
生していないものの、深刻な経営難
の状態にあり、再建の見通しがない
状況にあると認められる等実質的
に経営破綻に陥っている債務者

担保の評価額
と時価との差
額 部 分（ 最 終
の回収懸念が
あり、損失発生
の可能性が見
込まれるもの）

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 分
類 以 外 の 与
信（回収不能
ま た は 無 価
値 と 判 定 さ
れるもの）

破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

破 綻 先 H1 法的・形式的な経営破綻の事実が
発生している債務者

■ 債務者格付と自己査定の債務者区分、銀行法及び再生法に基づく債権の債権区分の関係

　次に、プール割当は、一定の残高に満たない小口の与信先
等を対象に、リスク特性の類似する与信先や債権の集合体

（プール）を組成したうえで、その組成したプールごとにリ
スクを把握し、管理する手法です。プールごとに十分な小口
分散を図ることにより、効率的な信用リスク管理および与信
管理を行っています。なお、債務者格付、プール割当につい
ての妥当性および有効性の検証を、あらかじめ定められた手
続きにのっとり、内部監査グループによる監査のもと、原則
年1回実施しています。

　当社グループでは、貸出条件の緩和を実施した債権の定義
を「債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った要注意先向けの貸
出金」としています。
　また、債権を危険債権以下に区分しないことを許容する三
月以上延滞債権の定義は「相続等特別な理由により、元本ま
たは利息の支払いが約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延し
ている要注意先向けの貸出金」としています。

正常先 行内格付ごとの債権額に、今後1年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。

要注意先
債権額に、今後3年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。
なお、要管理先債権については、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受け取りに係るキャッシュフ
ローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

破綻懸念先

債権額から、担保の処分可能見込額および保証等による回収可能見込額を控除した残額のうち､a）債務者の支払能力を総合的に判断して
算定した金額、b）当該残額に今後3年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額、のいずれかを「個別貸倒引当金」等と
して計上。
なお、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受け取りに係るキャッシュフローを合理的に見積もるこ
とができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

実質破綻先 債権額から、担保の処分可能見込額および保証等による回収可能見込額を控除した残額全額を、「個別貸倒引当金」として計上、ないしは直
接償却を実施。破綻先

■ 償却・引当の実施方法
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（1） リスク計測
　当社グループは、リスク計測システムを用いた統計的な手
法（企業価値変動モデル、保有期間1年）によって、今後1
年間に予想される平均的な損失額（＝信用コスト）、一定の
信頼区間における最大損失額（＝信用VAR）、および信用
VARと信用コストとの差額（＝信用リスク量）を計測し、
ポートフォリオから発生する損失の可能性を管理しています。
　リスク計測システムの対象範囲は、当社グループ各社
において勘定計上された貸出金・有価証券・支払承諾見

返・預け金・外国為替等の与信取引、スワップ・オプショ
ン等の派生商品、コミットメント等のオフバランス項目、
その他信用リスクを有する資産としています。
　与信取引では、信用コストを参考値として設定した指
標等により、リスクに見合った適正なリターンを確保す
る運営を行っています。
　また、信用VARは、それが実際に損失として顕在化した
場合、自己資本および引当金の範囲内に収まるように、ク
レジットポートフォリオの内容を様々な観点からモニタリ
ングするとともに、各種ガイドラインを設定しています。

（2） リスク制御手法
　2行では、特定企業グループへの与信集中の結果発生す
る「与信集中リスク」を制御するためにガイドラインを
設定しています。また、資本の状況等を踏まえた検証等
を実施のうえで与信上限の基準等も設定しており、設定
基準超過時には対応方針の策定や超過解消に向けた計画
の策定等を行っています。
　上記の遵守状況と併せて、与信総額、格付別与信状況、
企業グループ、地域・業種別の与信集中状況についてもモ
ニタリングを行い、定期的に経営政策委員会（BSリスクマネ
ジメント委員会、クレジット委員会）にて報告しています。

（4） 案件審査
　貸出資産の質を維持するためには、日常の与信管理を
通じて不良債権の新規発生を未然に防止することが極め
て重要となります。
　案件審査については、基本的には、個別案件ごとに営
業部店が厳正に分析・審査を行い、営業部店長の権限を
越えるものについては本部の審査担当部が審査を行う態
勢をとっています。業種や規模・地域等の切り口で審査
担当部を設置しており、顧客やマーケットの特性に応じ
て専門的かつ迅速な審査の実施、営業部店への適切なア
ドバイスを行うことができる態勢を整えています。
　また、不良債権の新規発生を未然に防止する観点から、
特に、ダウンサイドリスクの高い低格付先に対しては、
営業部店と審査担当部が一体となり与信方針を明確化す
るとともに、早い段階での健全化に向けた支援を行う運
営としています。

（3） 自己査定、償却・引当
　資産の自己査定は、信用リスク管理の一環であるとと
もに、企業会計原則等に基づいた適正な償却・引当の準
備作業として、資産の実態把握を行うものです。具体的
には、与信企画部が資産の自己査定全般の統括を行い、
貸出資産・有価証券等の資産ごとに定めた管理・運営部
署と連携して自己査定の実施・運営を行うことで、資産
内容の実態を把握・管理する態勢としています。
　「償却・引当」は、原則として、自己査定の結果に基づ
く債務者区分と分類区分をベースに実施されます。倒産
確率は、債務者区分が破綻懸念先以下となった先を倒産
件数として反映し算定しています。
　なお、2023年3月末における償却・引当の結果は、
P.76の通りとなっています。

■ 損失分布
発生頻度

信用VAR

信用リスク量

損失額

信用コスト

一定の信頼区間における値（例え
ば信頼区間99％であれば、試行1
万回のうち小さい方から9,900番
目の損失額を示します）

平均値

クレジットポートフォリオ管理
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　当社グループでは、市場リスクを「金利・株価・為替等の
変動により損失を被るリスク」とし、「市場の混乱等で市場
において取引ができなくなるリスク、通常より著しく不利な
価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク

（市場流動性リスク）を含む」と定義しています。

　当社グループの市場リスク管理は、当社が統括しています。
具体的には、市場リスク管理に関する当社グループ全体の基
本的な方針を定め、主要グループ会社の管理を行い、併せて、
当社グループ全体の市場リスク管理の状況をモニタリングし
管理する態勢となっています。

　当社では、取締役会が市場リスク管理に関する基本的な事
項を決定します。また、経営政策委員会（リスク管理委員会）
で、市場リスク管理に係る基本方針や運営・モニタリングに
関する事項等、総合的に審議・調整等を行います。グループ
CROは市場リスク管理の企画運営に関する事項を所管しま
す。リスク統括部は、市場リスクのモニタリング・報告と分
析・提言、諸リミットの設定等を担い、市場リスク管理に関
する企画立案・推進を行います。

　市場リスクの状況等については、執行役社長への日次報告
や、取締役会および経営会議等に対する定期的な報告を行っ
ています。主要グループ会社の市場リスク管理については、
各社からの定期的な報告等により市場リスクを適切に把握・
管理しています。特に当社グループの市場リスクの大宗を占
める各社では、当社同様に基本方針を制定し、市場リスク管
理に関する重要な事項については各社の取締役会が決定しま
す。

　市場リスクの管理方法としては、主要グループ会社各々の
リスクプロファイルを勘案し、配賦リスクキャピタルに対応
した諸リミット等を設定のうえ、保有する市場リスクが資本
金等の財務体力を超えないようにリスクを制御しています。

なお、市場リスクの配賦リスクキャピタルの金額は、VAR
（Value at Risk）とポジションをクローズするまでに発生す
る追加的なリスクを対象としています。

市場リスク管理について

　市場性業務に関しては、フロントオフィス（市場部署）や
バックオフィス（事務管理部署）から独立したミドルオフィ
ス（リスク管理専担部署）を設置し相互に牽制が働く態勢と
しています。ミドルオフィスは、VARの管理に加え、各種リ
スク指標の管理、ストレステストの実施、損失限度の設定等

により、VARのみでは把握しきれないリスク等もきめ細かく
管理しています。「市場流動性リスク」については、金融商
品ごとに市場での取扱高等を勘案したポジションのモニタリ
ングを行っています。

モニタリング

　諸リミットは、業務戦略や過去の枠使用率、リスク負担能
力（収益・自己資本・リスク管理態勢）、収益目標、商品の
市場流動性等を考慮し、経営政策委員会（リスク管理委員会）
での審議・調整および経営会議での審議を経て執行役社長が
決定します。トレーディング業務およびバンキング業務につ
いては、VARによる限度および損失に対する限度を設定して

います。また、バンキング業務等については、必要に応じ、
金利感応度（10BPV）等を用いたポジション枠を設定して
います。これらの限度・枠を超過した場合には速やかに報告
が行われ、あらかじめ定められた手続きにのっとった対応が
行われます。

諸リミットの設定

 基本的な考え方

 市場リスク管理態勢

 市場リスク管理方法
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　2022年度のバンキング業務におけるVARの状況は以下の
通りとなっています。

　なお、バンキング業務においては金利リスクの適切な捕捉
が重要であり、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求に
よって随時払い出される当座預金や普通預金等の一部につい
てはコア預金として認識する等、適切な方法により計測を
行っています。

（単位：億円）
2020年度 2021年度 2022年度 増　減

年度末日 2,494 2,097 2,235 137

最大値 5,017 3,219 3,922 703

最小値 2,240 1,910 1,521 △388

平均値 3,465 2,660 2,176 △483
※バンキング業務には、政策保有株式を含みません。

■ バンキング業務におけるVARの年度別推移

バンキング業務のVAR計測手法
VAR ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％
 ②保有期間　1ヵ月
 ③観測期間　3年（801営業日）

（単位：億円）
2021年度 2022年度

年度
末日 最大値 最小値

平均 年度
末日 最大値 最小値

平均
構成比 構成比

合　計 53 102 29 43 － 70 83 31 53 ―
金利リスク 40 57 28 38 88% 72 72 27 46 87%

為替リスク 10 15 3 5 12% 9 16 4 8 15%

株価リスク 11 49 2 8 19% 10 20 4 11 21%

商品リスク 0 1 0 0 0% 7 7 0 1 2%
※最大値および最小値のカテゴリー別／合計のVARは、それぞれ、

別々の日となっています。
また、リスクカテゴリー別VARの単純合計は、相互に一部リスクを
打ち消し合うため合計とは一致しません。

■ みずほフィナンシャルグループにおける
トレーディング業務のリスクカテゴリー別VARの状況

トレーディング業務のVAR計測手法
VAR計測手法
VAR ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％
 ②保有期間　1日
 ③観測期間　3年（801営業日）

トレーディング業務
業務目的 ： 市場価格の短期的な変動、市場間の価

格差等を利用して利益を得る業務
計測範囲 ： 特定取引勘定等、トレーディング業務

の目的で行われた取引

　2022年度の当社グループのトレーディング業務における 
VARの状況およびリスクカテゴリー別内訳は、以下の通りと
なっています。

（単位：億円）
2020年度 2021年度 2022年度 増　減

年度末日 27 53 70 17

最大値 91 102 83 △19

最小値 24 29 31 2

平均値 54 43 53 10

■ トレーディング業務におけるVARの年度別推移

　政策保有株式についても、株価リスクを適切に管理するた
め、バンキング業務やトレーディング業務と同様に、VARお
よびリスク指標等に基づく市場リスク管理を行っています。
具体的には、日次でVAR計測およびリスクキャピタルの状況
等をモニタリングしています。また、株価リスクの抑制等の
観点から、取引先との丁寧な交渉により、政策保有株式の削
減を進めています。

市場リスクの状況

 バンキング業務

 トレーディング業務  政策保有株式
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　当社グループでは、VARによる市場リスク計測の有効性を
確認するため、VARと損益を比較するバックテストを定期的
に行っています。
　次のグラフは、トレーディング業務（バーゼル規制ベース）
における2022年度の日次のVARと対応する損益を対比した
ものですが、期間中にVARを上回る損失が発生したのは、0
回となっています。バックテストに使用するVARと対比する
損益は、一般市場リスクを対象とした仮想損益を使用してい
ます。これに加え、当社グループではVAR計測手法の前提条
件検証等を行っています。バックテストで損失がVARを超過
した回数や計測手法の前提条件検証の結果を考慮し、必要に
応じて計測手法を見直します。VAR計測手法の基本部分の変
更については、グループCROが承認します。

⃝VAR（Value at Risk）
　市場の動きに対し、一定期間（保有期間）・一定確率（信
頼区間）のもとで保有ポートフォリオが被る可能性のある想
定最大損失額で、市場リスク量を計測する方法です。VARの
金額は保有期間・信頼区間の設定方法、市場の変動の計測手
法（計測モデルと呼びます）によって異なります。

⃝10BPV（Basis Point Value）
　金利感応度の指標で、金利水準が10ベーシスポイント（＝
0.1％）上昇する場合に、保有するポジションの価値（時価
評価額）がどれだけ変化するかを示した数値。きめ細かなポ
ジション運営を行うために、金利関連ポジション枠ごとに通
常その上限として設定しています。

⃝コア預金
　コア預金は、対象となる当座預金や普通預金等の預金残高
の①過去5年間における最低残高、②過去5年の最大年間流
出量を現残高から差し引いた残高、または③現残高の50％
相当額のうち、最低残高を上限とし、最長5年の取引として
取り扱っています。なお、みずほ銀行における円預金につい
ては、内部モデルにより残高を推計し、最長10年の取引と
して取り扱っています。

　VARは、統計的な仮定に基づく市場リスク計測方法である
ため、仮定した水準を超えて市場が急激に変動した場合にど
の程度の損失を被るかについてのシミュレーションとして、
ストレステストを定期的に行っています。ストレステスト手
法としては、足元の経済状況や今後の見通し、過去のストレ
ス事象等を踏まえ、金利リスクや株価リスクにストレスを設
定するシナリオを設定し、損失額を算出する方法等を実施し
ています。

■ 2022年度 みずほフィナンシャルグループにおける
バックテスト結果
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（仮想損益：億円）

（VAR：億円）

 バックテスト

 ストレステスト
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　当社グループでは、流動性リスクを「当社グループの財務
内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり資金繰り
がつかなくなる場合や、通常より著しく高い金利での資金調
達を余儀なくされることにより損失を被るリスク」と定義し
ています。

　当社グループの流動性リスク管理は、当社が統括しています。
具体的には、流動性リスク管理に関する当社グループ全体の
基本的な方針を定め、主要グループ会社の管理を行い、併せ
て、当社グループ全体の流動性リスク管理の状況をモニタリ
ングし管理する態勢となっています。

　当社では、取締役会が流動性リスク管理に関する基本的な
事項を決定します。また、経営政策委員会（リスク管理委員
会）で、流動性リスク管理に係る基本方針や運営・モニタリ
ングに関する事項、マーケットの急変等緊急時における対応
策の提言等、総合的に審議・調整等を行います。グループ
CROは流動性リスク管理の企画運営に関する事項を所管し、
リスク統括部は流動性リスクのモニタリング・報告と分析・
提言等を担い、流動性リスク管理に関する企画立案・推進を
行います。また、グループCFOは資金繰り管理の企画運営
に関する事項を所管し、財務企画部は資金繰り運営状況の把

握・調整等を担い、適正な資金流動性を確保できるよう、資
金繰り管理に関する企画立案・推進を行います。
　流動性リスクの状況等については、定期的に取締役会、リ
スク委員会、経営会議、執行役社長および経営政策委員会に
報告しています。主要グループ会社の流動性リスク管理につ
いては、各社からの定期的な報告等により流動性リスクを適
切に把握・管理しています。特に当社グループの流動性リス
クの大宗を占める各社では、当社同様に基本方針を制定し、
流動性リスク管理に関する重要な事項については各社の取締
役会が決定します。

　流動性リスクの管理方法としては、当社グループの市場調
達力を踏まえ、市場からの資金調達に関する上限額等を管理
することを目的とした「流動性リスク管理指標」と資金繰り
の状況に応じた「資金繰り逼迫度区分」により管理し、スト

レス下における資金流出に対する資金化可能資産の十分性や
対応策の有効性の確認・資金繰り業務運営に活用するための

「流動性ストレステスト」を実施しています。

　主要グループ会社の業務特性・戦略等を踏まえ、市場から
の資金調達に係る期間別の上限額等を設定し、経営政策委員
会（リスク管理委員会）での審議・調整および経営会議の審

　市場要因、当社グループ固有要因、両者複合要因に基づく
ストレステストを定期的に実施し、資金化可能な資産の十分
性および流動性コンティンジェンシーファンディングプラン

流動性リスク管理について

 基本的な考え方

 流動性リスク管理態勢

 流動性リスク管理方法

議を経て執行役社長が決定します。上限額については超過し
た場合には速やかに報告が行われ、あらかじめ定められた手
続きにのっとった対応が行われます。

の有効性を確認しています。加えて、資金繰り計画策定時に
も、ストレステストによる評価を実施し、計画の妥当性を確
認しています。

流動性リスク管理指標

流動性ストレステスト
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　資金繰りの状況に応じて「平常時」、「懸念時」、「危機時」
の区分をグループ全体で統一的に設定しています。また、複
数の指標を用いた早期警戒指標を日次でモニタリングし、資

金繰りの状況を管理する枠組みとしています。早期警戒指標
には、株価・格付の他、国債等の資金化可能な資産の状況や
資金調達状況等を設定しています。

資金繰り逼迫度区分

　当社グループでは、オペレーショナルリスクを「内部プロ
セス・人・システムが不適切であることもしくは機能しない
こと、または外生的事象が生起することから当社グループに
生じる損失に係るリスク」と定義しています。
　当社グループのオペレーショナルリスク管理は、当社が統
括しています。具体的には、オペレーショナルリスクについ
て、システムリスク、事務リスク、法務リスク、人的リスク、

有形資産リスク、規制・制度変更リスクの各リスクを含む幅
広いリスクと考え、これらのリスクに関する当社グループの
基本的な方針を定め、主要グループ会社の管理を行い、併せ
て、当社グループのオペレーショナルリスクの状況をモニタ
リングし管理する態勢となっています。

定　義 主な管理手法

システムリスク

コンピュータシステムのダウンもしくは誤作動等のシステムの不
備またはコンピュータが不正に使用されること等により、お客さ
まへのサービスに混乱をきたす、または決済システムに重大な影
響を及ぼす等、お客さまに損失が発生するリスクおよび当社グ
ループが損失を被るリスク。

⃝遵守すべき具体的な基準の制定とリスクの把握、評価結果に応
じたリスク軽減策の実施。

⃝システム開発における工程管理・品質管理等のプロジェクト管
理の徹底。

⃝サイバー攻撃等へ迅速に対応できるセキュリティ態勢の継続的
な強化。

⃝バックアップシステムの整備や障害訓練等、緊急時対応の実効
性向上。

サイバー
セキュリティ
リスク

サイバー攻撃により、電子データの漏えい・改ざん等や、期待され
ていたシステム等の機能が果たされないといった不具合が生じ、
それによって、当社グループが損失を被るリスク。

事務リスク

役員・社員の不正・過失・懈怠等または事務体制自体に起因して不
適切な事務が行われることにより、お客さまへのサービスに混乱
をきたす、または決済システムに重大な影響を及ぼす等、お客さま
に損失が発生するリスクおよび当社グループが損失を被るリスク。

⃝事務の取扱方法を明確にした事務手続の制定。
⃝事務処理状況の定期的点検。
⃝本部による教育研修、事務指導の実施。
⃝事務処理に関するシステム化・機械化・集中化等の推進。
⃝緊急時対応に向けた障害訓練等の実施。

法務リスク 法令や契約等に反すること、不適切な契約を締結すること、その他
の法的要因により当社グループに損失が発生するリスク。

⃝重要な意思決定、契約、対外文書等についての適法性を含む法的
問題の検証・確認。

⃝法務関連情報の収集・発信、社内教育研修等の実施。
⃝訴訟についての問題点等の分析および対応。

人的リスク
人材の流出・喪失、士気の低下、不十分な人材育成、不適切な就労状
況・職場・安全環境、人事運営上の不公平・不公正、差別的行為等に
より、当社グループに損失が発生するリスク。

⃝社員意識調査の実施。
⃝勤務時間に関する状況の把握。
⃝休暇取得状況の把握。
⃝自己都合退職状況の把握。
⃝ストレスチェック制度の運営状況の把握。

有形資産リスク
災害、犯罪または、資産管理の瑕疵等の結果、有形資産（動産・不動
産・設備・備品等）の毀損や執務環境等の質の低下により、当社グ
ループに損失が発生するリスク。

⃝設備更新、営繕工事等の主要工事計画策定と進捗状況の管理。
⃝自然災害等による有形資産毀損状況の把握と、適切な対応。

規制・制度変更
リスク

法律、税制、会計制度等の各種規制・制度が変更されることにより、
当社グループに損失が発生するリスク。

⃝業務運営や財務状況等に多大な影響を及ぼす可能性のある重要
な規制・制度変更の内容の、適時かつ正確な把握。

⃝規制・制度変更に伴う影響度分析や対応方針の策定。
⃝上記の対応状況に係る継続的なモニタリング。

※上記各リスクにまたがって構成される複合的なリスクである、「情報セキュリティに係るリスク」と「コンプライアンスリスク」についても、オペレーショナ
ルリスクとして把握・管理しています。

オペレーショナルリスク管理について

 基本的な考え方
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　当社では、取締役会がオペレーショナルリスク管理に関す
る基本的な事項を決定します。また、経営政策委員会（リス
ク管理委員会）で、オペレーショナルリスク管理に係る基本
方針や運営・モニタリングに関する事項等、総合的に審議・
調整等を行います。グループCROはオペレーショナルリス
ク管理の企画運営に関する事項を所管し、リスク統括部はオ
ペレーショナルリスクのモニタリング・報告と分析・提言等
を担い、オペレーショナルリスク管理に関する企画立案・推

進を行います。
　当社は、主要グループ会社のオペレーショナルリスク管理
について各社からの報告等に基づいて、当社グループ全体の
オペレーショナルリスクの状況を管理しています。特にオペ
レーショナルリスクの影響が大きいと判断される各社では、
当社同様に基本方針を制定し、オペレーショナルリスク管理
に関する重要な事項については各社の取締役会が決定します。

　オペレーショナルリスクの管理方法としては、データ収集
ルールを制定し、グループ共通の各種データベースの整備を
図るとともに、今後起こり得る損失事象や業務環境・内部管
理上の変化を織り込んだ形で、オペレーショナルリスクの量
をオペレーショナルVARとして定期的に把握しています。
　当社グループでは、統制自己評価の実施や計量化手法の向
上を通じて、金融業務の高度化・多様化、およびシステム化
等の進展に伴い生じる様々なオペレーショナルリスクを、適
切に特定、評価・計測、モニタリング、コントロールするた

めの管理手法の整備・強化に取り組んでいます。
　当社では、特定、評価・計測したオペレーショナルリスク
の状況等を、定期的に経営政策委員会（リスク管理委員会）、
経営会議および執行役社長等に報告しています。

⃝統制自己評価（コントロールセルフアセスメント）
　業務に内在するリスクを特定し、管理を行ってもなお残存
するリスクを評価・把握したうえで、必要なリスク削減策を
策定し実行していく自律的なリスク管理手法。

　当社グループでは、前ページの表に示した通り、オペレー
ショナルリスクとして取り扱う各リスクを定義し、各リスク

の規模や性質に適した管理手法を策定し管理を行っています。

（1） 先進的計測手法の採用
　当社グループでは、バーゼル自己資本比率規制におけ
るオペレーショナル・リスク相当額を算出する手法として、
先進的計測手法を採用しています。ただし、オペレーショ
ナル・リスク相当額を算出するにあたって重要性が低い
と判断した一部の法人単位については、基礎的手法を適
用しています。
　先進的計測手法による計測結果は、バーゼル自己資本
比率規制におけるオペレーショナル・リスク相当額とし
て使用するだけでなく、内部的な管理ではオペレーショ
ナルVARと位置づけ、リスク削減策の策定等に活用して
います。

（2） 先進的計測手法の概要
計測態勢の概要
　4つの要素（内部損失データ、外部損失データ、シナリオ
分析、業務環境／内部統制要因）をすべて勘案した計測モデ
ルを構築し、過去に自社で経験したオペレーショナルリスク
事象である内部損失データだけでなく、今後発生する可能性
のある未経験のオペレーショナルリスク事象を計測に取り込
むためにシナリオデータを用い、信頼区間片側99.9％、保
有期間1年で予想される最大のオペレーショナルリスク損失
の額等を計測し、これをオペレーショナル・リスク相当額と
しています。
　なお、2023年3月末基準のオペレーショナル・リスク相
当額の計測に、期待損失の控除、保険によるリスク削減は
行っていません。また、信用リスクとの境界事象については、
オペレーショナルリスクでは計測対象外としています。

 オペレーショナルリスク管理態勢

 オペレーショナルリスク管理方法

 各リスクの定義と主な管理手法

 オペレーショナル・リスク相当額の算出
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計測モデルの概要
　オペレーショナル・リスク相当額は、金融庁の自己資本比
率告示で定義された7つの損失事象種類ごとのリスク量、大
規模自然災害のリスク量、および訴訟のリスク量を、単純に
合算した値としています。なお、2023年3月末基準のオペ
レーショナル・リスク相当額の計測に、損失事象種類間の相
関効果の反映は行っていません。

損失事象種類ごとのリスク量
　オペレーショナルリスク事象の発生頻度はポアソン分布に
従い、損失金額は別の分布によって表現されるという、損失
分布手法（複合ポアソン分布）によりリスク量を計測してい
ます。計測には、過去に自社で経験したオペレーショナルリ
スク事象である内部損失データとシナリオデータを使用し、
計測単位は7つの損失事象種類ごととしています。シナリオ
データは、今後発生する可能性のある未経験の（低頻度かつ
高額な）オペレーショナルリスク事象について、外部損失
データや業務環境／内部統制要因を勘案したうえで発生頻度
の情報と損失金額の情報を数値化したものです。
　上記の内部損失データとシナリオデータから「発生頻度の
分布」と「損失金額の分布」を推定したうえで、これらの分
布を用いてモンテカルロシミュレーションを行い、リスク量
を計測しています。シナリオデータの作成方法については後
記「シナリオ分析」をご参照ください。

「発生頻度の分布」と「損失金額の分布」の推定
　「発生頻度の分布」は、内部損失データの発生頻度の情報
とシナリオデータの発生頻度の情報を、ポアソン分布にあて
はめて推定しています。「損失金額の分布」は、低額の損失
部分について内部損失データに基づき求めた損失金額の実分
布と、高額の損失部分についてシナリオデータに基づき求め
た損失金額の分布（対数正規分布または一般化パレート分布）
を、統計学的な分析手法（極値理論）に基づき合成し作成し
ています。

大規模自然災害のリスク量
　「発生頻度の分布」や「損失金額の分布」を推定する方法
ではなく、大規模自然災害の発生見込みと発生時の損失金額
の組み合わせを作成し、モンテカルロシミュレーションによ
りリスク量を計測する方法を用いています。

訴訟のリスク量
　「発生頻度の分布」や「損失金額の分布」を推定する方法
ではなく、個別の訴訟の特性をデータ化し、モンテカルロシ
ミュレーションによりリスク量を計測する方法を用いていま
す。

発生頻度の
情報

損失金額の
情報

発生頻度の
情報

損失金額の
情報

発生頻度の
分布

損失金額の
分布

シナリオ分析

シナリオデータ

内部損失データ
の分布

シナリオデータ
の分布 合成分布

オペレーショナル VAR
（オペレーショナル・リスク相当額）

＋

訴訟のリスク量

大規模自然災害の大規模自然災害の
リスク量

内部不正リスク量
外部不正リスク量
労務慣行リスク量
取引慣行リスク量

有形資産損傷リスク量
システム障害リスク量
プロセス管理リスク量

＋

＋

モ
ン
テ
カ
ル
ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

訴訟データ

リスク量

損失分布

7つの損失事象種類
ごとのリスク量を算出

内部損失データ 外部損失データ 業務環境／内部統制要因

大規模自然災害
シナリオデータ

■ 計測モデルの概要
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検　証
　計測モデルの適切性は、原則半期ごとに検証を実施のうえ
確認しています。

（3） シナリオ分析
シナリオ分析の概要
　シナリオ分析では、今後発生する可能性のある未経験の

（低頻度かつ高額な）オペレーショナルリスク事象について、
外部損失データや業務環境／内部統制要因を勘案したうえで
発生頻度の情報と損失金額の情報を数値化し、シナリオデー
タを作成します。
　外部損失データは、国内外のメディアで報道されたデータ
等を使用しており、シナリオ分析における発生頻度の推定や
損失金額分布の推定に際して活用しています。また、業務環
境／内部統制要因は、シナリオ分析における発生頻度の調整
や損失金額分布の調整に係る指標として活用しています。
　シナリオ分析の手法は、各損失事象種類の特性やリスク管
理態勢に応じて、以下の4つに分類しています。

分析手法 対象となる損失事象種類
A 内部不正、外部不正、取引慣行、プロセス管理

B 労務慣行

C 有形資産損傷

D システム障害

　当社グループでは、オペレーショナルリスク全体のリスク
量に対し、分析手法Aを用いる損失事象種類のリスク量の比
率が相応に大きくなっていることから、分析手法Aを例にシ
ナリオ分析の手法について説明します。

シナリオ分析単位の設定
　シナリオ分析単位は、網羅性や十分性を確保するため、先
進的計測手法を適用するグループ各社（以下、グループ各
社）の統制自己評価で認識されたリスクシナリオ、グループ
各社の内部損失データ、外部損失データ等を参照のうえ類型
化してグループ横断的に設定しています。グループ横断的に
設定したシナリオ分析単位の中から、グループ各社は自社の
業態・リスクプロファイルに応じてシナリオ分析を行う単位
を選択する方法としています。

発生頻度の推定
　シナリオ分析単位ごとに、一定の金額以上の内部損失デー
タがある場合は当該データに基づき、ない場合は一定の金額
未満の内部損失データや外部損失データの発生状況等を勘案
して、基準となる頻度（一定の金額以上の損失の1年あたり
の発生頻度）を算出しています。そのうえで、基準となる頻
度に対してあらかじめ定めた範囲内で直近の業務環境／内部
統制の変化を反映させるための調整を行い、最終的な頻度と
しています。

損失金額分布の推定
　損失金額分布は、あらかじめ定めた複数の金額階層を用い
て推定しています。シナリオ分析単位ごとに、各種取引金額
データ、外部損失データ等を用いて、基準となる金額分布

（一定の金額以上の損失が発生した場合の、それぞれの金額
階層における発生比率）を算出しています。基準となる金額
分布に対して、統計学的にデータを取り扱ううえでの各種調
整を必要に応じて行い、最終的な金額分布としています。

シナリオデータの作成
　シナリオ分析単位ごとに、最終的な頻度と最終的な金額分
布から、それぞれの金額階層における1年あたりの発生頻度
の組み合わせを作成し、これをシナリオデータとしています。

■ シナリオデータの例

金額階層
合計

1億円 5億円 10億円 50億円 100億円

発生比率 40％ 30％ 15％ 10％ 5％ 100％

発生頻度 0.4回 0.3回 0.15回 0.1回 0.05回 1回

最終的な金額分布

最終的な頻度
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レピュテーショナルリスク管理について

当社グループでは、レピュテーショナルリスクを「当社
グループおよびその役員・社員が提供するすべてのサービ
ス・すべての活動が、お客さま、社員、経済・社会をはじ
めとするステークホルダーの期待・要請から大きく乖離し
ていると評価されることにより、当社グループの信用また
は〈みずほ〉ブランドに対して負の影響を及ぼし、当社グ
ループが有形無形の損失を被るリスク」と定義しています。

当社グループのレピュテーショナルリスク管理は、当社
が統括しています。具体的には、レピュテーショナルリス
ク管理に関する当社グループの基本的な方針を定め、主要
グループ会社の管理を行い、併せて、当社グループ全体の
レピュテーショナルリスクの状況をモニタリングし管理す
る態勢となっています。

 基本的な考え方

　当社グループでは、モデルリスクを「モデルの誤り又は不
適切な使用に基づく意思決定によって、当社グループが有形
無形の損失を被るリスク」と定義しています。
　近年、金融機関における事業の広範化・複雑化と人工知能
等の技術革新を背景に、金融機関の業務においてモデルを活
用する機会は広がり、その重要性や影響度は増しています。
そうしたなか、モデルの誤った開発や不適切な使用に基づく
意思決定により有形無形の損失が発生するリスクに着目して、
モデルリスクを管理する必要性が高まっています。

　当社グループのモデルリスク管理は、当社が統括しており、
グループ全体で包括的かつ実効的なモデルリスク管理の取り
組みを進めています。具体的には、現在、銀行・信託・証券
その他のすべての業態を対象とし、また日本、米州、欧州、
アジアパシフィックの全地域をカバーするグループ・グロー
バルな全量調査を実施しています。経営陣のコミットメント
のもと、モデルリスクの状況を可視化し、リスクベースで適
切なモデルリスク管理の推進に努めていきます。

 基本的な考え方

当社では、取締役会がレピュテーショナルリスク管理に
関する基本的な事項を決定します。また、経営政策委員会

（リスク管理委員会）で、レピュテーショナルリスク管理
に係る基本方針や運営・モニタリングに関する事項等、総
合的に審議・調整等を行います。グループCSOはレピュ
テーショナルリスク管理の企画運営に関する事項を所管し
ます。広報室はレピュテーショナルリスクのモニタリン
グ・報告と分析・提言、レピュテーショナルリスク管理に
関する基本的な事項の企画立案・推進を行います。

レピュテーショナルリスクの状況等については、グルー
プCSOおよび経営政策委員会に対する定期的な報告を
行っています。当社は、主要グループ会社のレピュテー
ショナルリスク管理について各社からの報告等に基づいて、
当社グループ全体のレピュテーショナルリスクの状況を管
理しています。特にレピュテーショナルリスクの影響が大
きいと判断される各社では、当社同様に基本方針を制定し、
レピュテーショナルリスク管理に関する重要な事項につい
ては各社の取締役会が決定します。

 レピュテーショナルリスク管理態勢

レピュテーショナルリスクの管理方法としては、当社グ
ループの経営に大きな影響を及ぼすと判断される情報等の
一元的な把握・管理を実施し、規模・性質等に応じた適切
な管理態勢を構築することでリスクを制御しています。

レピュテーショナルリスクを早期に捕捉し、緊急度・影
響度等の観点から適切に対応することで、リスクの顕在化
の未然防止と損失の極小化に努めています。

 レピュテーショナルリスク管理方法

モデルリスク管理について
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　当社では、取締役会がモデルリスク管理に関する基本的な
事項を決定します。また、経営政策委員会（リスク管理委員
会）で、モデルリスク管理に係る基本方針や運営・モニタリ
ングに関する事項等、総合的に審議・ 調整等を行います。グ
ループCROはモデルリスク管理の企画運営に関する事項を
所管し、リスク統括部はモデルリスクのモニタリング・報告
と分析・提言等を担い、モデルリスク管理に関する企画立

案・推進を行います。
　当社は、主要グループ会社のモデルリスク管理について各
社からの報告等に基づいて、当社グループ全体のモデルリス
クの状況を管理しています。特にモデルリスクの影響が大き
いと判断される各社では、当社同様に基本方針を制定し、モ
デルリスク管理に関する重要な事項については各社の取締役
会が決定します。

 モデルリスク管理態勢

　モデルリスク管理方法としては、モデルの特定、開発、使
用、変更、使用停止といった各場面において、モデル所有
者・使用者・開発者等からなる第1線によるモデルのテスト、
モニタリング等、および第1線を牽制する第2線によるモデ

ルの検証等を通じ行っています。また、リスクベース・アプ
ローチに基づき、モデルの重要性や影響度等に応じた強度に
よるモデルリスク管理を行っています。

 モデルリスク管理方法

　当社では、取締役会がサードパーティリスク管理に関する
基本的な事項を決定します。また、経営政策委員会（リスク
管理委員会）で、サードパーティリスク管理に係る基本方針
や運営・モニタリングに関する事項等、総合的に審議・ 調整
等を行います。グループCROはサードパーティリスク管理
の企画運営に関する事項を所管し、リスク統括部はサード
パーティリスクのモニタリング・報告と分析・提言等を担い、

サードパーティリスク管理に関する企画立案・推進を行います。
　当社は、主要グループ会社のサードパーティリスク管理に
ついて各社からの報告等に基づいて、当社グループ全体の
サードパーティリスクの状況を管理しています。特にサード
パーティリスクの影響が大きいと判断される各社では、当社
同様に基本方針を制定し、サードパーティリスク管理に関す
る重要な事項については各社の取締役会が決定します。

　当社グループでは、サードパーティリスクを、「当社および当
社グループと業務上の契約関係がある第三者に起因して、当社
および当社グループにて発生するリスク」と定義し、市場リスク、
信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスクの各リスク
から構成される複合的なリスクと位置づけています。当社は、
当社グループの業務におけるサードパーティとの関係の重要性

を踏まえ、サードパーティに係るリスクを当社および当社グルー
プ自身のリスクと認識し、経営の健全性や業務の適切性、お客
さま保護、事業継続等の観点から、リスクを適切に把握・評価し、
対応することにより、サードパーティを通じた業務の的確な遂
行その他の健全かつ適切な運営を確保していきます。当社グ
ループのサードパーティリスク管理は、当社が統括しています。

サードパーティリスク管理について

 基本的な考え方

 サードパーティリスク管理態勢

　サードパーティリスクの管理方法としては、サードパー
ティとの適切な契約、サードパーティの評価･モニタリング
や特定サードパーティへの集中状況の管理等を通じて、サー
ドパーティリスクを適時かつ正確に把握し適切な対応を行い
ます。

　当社では、サードパーティリスクの評価・モニタリングの
状況や特定サードパーティへの集中状況等を、定期的に経営
政策委員会（リスク管理委員会）、経営会議および執行役社
長等に報告します。

 サードパーティリスク管理方法
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　当社では、取締役会が気候関連リスクに関する基本的な事
項を決定します。また、経営政策委員会（リスク管理委員会）
で気候関連リスク管理に係る基本方針や運営・モニタリング
に関する事項等について、総合的に審議・調整を行います。
グループCROは、気候関連リスク管理の企画運営に関する
事項を所管します。リスク統括部は、気候関連リスクを一元
的に把握するとともに、気候関連リスクに関する基本的な企
画立案、推進を行います。各リスク管理所管部室は、気候関
連リスクにおける所管するリスクの所在・影響の大きさを適
時把握し、適切な対応を行います。

　気候関連リスクの状況については、リスク統括部が取りま
とめ、グループCROが取締役会および経営会議等に対して
都度報告を行っています。当社は、主要グループ会社の気候
関連リスク管理について各社からの報告等を都度受けること
により、当社グループ全体の気候関連リスクの状況を管理し
ています。特に当社グループの気候関連リスクの大宗を占め
る各社では、当社同様に基本方針を制定し、気候関連リスク
管理に関する重要な事項については各社の取締役会が決定し
ます。

 気候関連リスク管理態勢

　気候関連リスクの管理方法としては、把握した気候関連リ
スクについて、影響や蓋然性を踏まえて重要性を評価すると
ともに、重要性の高い気候関連リスクにおいては、必要に応

じて定性・定量面それぞれの面から管理し、適切な対応を
行っています。

 気候関連リスク管理方法

　当社グループでは、気候関連リスクを「気候変動に起因す
る移行リスクと物理的リスクが他の様々なリスクを発現・増
幅させることにより、有形・無形の損失を被るリスク」とし
ています。移行リスクとは、「脱炭素社会への移行に伴う事
業環境の変化を要因とするリスク」のことをいい、物理的リ
スクとは、「気候変動に伴う物理的影響の変化を要因とする
リスク」のことをいいます。
　当社グループの気候関連リスク管理は、当社が統括してい
ます。具体的には、気候関連リスク管理に関する当社グルー

プ全体の基本的な方針を定め、主要グループ会社の管理を
行っています。
　気候変動に関連する様々な変化の予見可能性を継続的に高
め、気候変動の潜在的な影響に留意し、短期・中長期的な視
点で気候関連リスクを管理します。また、幅広いステークホ
ルダーからの高い期待・要請に対応するため、「みずほの企
業行動規範」、「環境方針」および「『サステナビリティ』へ
の取組みに関する基本方針」を踏まえ、適切なリスク管理を
行います。

気候関連リスク管理について

 基本的な考え方
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